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平成30年度税制改正の内容は？
　毎年実施される税制改正ですが、経営者にとって、また個人に
とって、その影響は小さくありません。企業によっては、その改
正内容により経営戦略の見直しを迫られることもあります。
　平成30年度の税制改正について、その基本的な考え方と概要
をお伝えしていきます。

　平成30年3月28日、通常国会において平成30年度税
制改正法案が可決・成立しました。その基本的な考え
方・改正内容としてまず挙げられるのは、いわゆる「働
き方改革」を後押しするための所得税の改正です。これ
は個人の働き方の多様化に対応するための見直しとなり
ます。次に、企業にとっては賃上げと生産性向上のため
の法人税の改正です。数年前からいわれているデフレ脱
却と経済再生を推し進めるためのものです。また、相続
税・贈与税では、中小企業経営者の高齢化に対応するた
めに、事業承継税制の拡充が行われています。その他、
経済社会ではICT化が急速に進んでいますが、税務分野
でもこれを積極的に活用するための整備がされています。
　主な税制改正の具体的な概要は次の通りです。

⑴ 所得税
①給与所得控除：一律10万円引き下げ、給与収入850
万円超の場合の上限額引き下げ
②公的年金等控除：一律10万円引き下げ、公的年金収
入1000万円超の場合の上限額引き下げ
 （公的年金以外の所得が1000万円超でも引き下げ）
③基礎控除：一律10万円引き上げ、ただし給与収入
2595万円超から逓減し2695万円超でゼロ

　上記①③の結果、給与収入850万円超（子育て世帯等
を除く）であれば税負担が増えます。また、上記②③の
結果、公的年金収入1000万円超あるいは公的年金以外
の所得1000万円超であれば税負担が増えます。
（平成32年分以後の所得税（住民税は平成33年度分以
後）について適用）

⑵ 法人税
①所得拡大促進税制（大企業版）
給料の増加割合3％以上、かつ、国内設備投資額が減
価償却費の90％以上
　　　→ 給料の増加額の15％を税額控除
②所得拡大促進税制（中小企業版）
　給料の増加割合1.5％以上
　　　→ 給料の増加額の15％を税額控除
③大企業の適用制限
所得が増えているにも関わらず、一定の設備投資や賃
上げをしていない場合
　　　→ 研究開発税制等一定の税額控除等の適用不可

　特に上記①②については、従来の制度より使い勝手が
よくなっている部分もあり、また従業員の教育訓練に積
極的な企業についてはさらに控除額の上乗せがあります。
（平成30年4月1日から平成33年3月31日までの間に開
始する各事業年度について適用）

⑶ 事業承継税制
　非上場株式等に係る贈与税・相続税の納税猶予制度に
ついて、要件の緩和（対象株式や納税猶予割合の制限撤
廃など）や軽減（雇用要件の緩和など）が行われました。
（平成30年1月1日から平成39年12月31日までの贈与
等について適用）

⑷ 電子申告の義務化
　大企業については、平成32年4月1日以後に開始する
事業年度より、法人税等の申告書は電子申告により提出
しなければならないことになりました。

　ご自身に関係しそうなところは、適用要件などをさら
にご確認の上、ご対応のほどお願い致します。
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人材の定着・育成に有効な取り組み
　「2017年版中小企業白書」では、中小企業が人材の定
着・育成に有効と考えている割合が最も高い取り組みは、
「能力や適性に応じた昇給・昇進」、続いて「成果や業
務内容に応じた人事評価」となっています。

⑴ 人事評価制度の課題
　経営者が人事評価制度について、不安や不満を感じる
のはどのようなことでしょうか。
①「頑張った人を評価したい」と思っているが具体的に
どのようにすればよいかわからない。

②報酬を上げることだけでは「従業員のモチベーション
アップ」は継続しない。

③評価に合理性があるかどうか不安である。
④社員間がギスギスしたり、協力意識が低くなったりし
て、人事評価制度導入が逆効果になるかもしれない。

　一方、社員が人事評価制度について、不安や不満を感
じるのはどのようなことでしょうか。
①評価基準があいまいで公正かつ合理的ではない。
②評価する上司（評価者）によって評価にばらつきがある。
③人物評価になっており、仕事（行動）評価になってい
ない。

④評価のフィードバックがない。

⑵人事評価制度は何のために導入するか
　一言でいえば、経営者の意思（経営理念）を実現する
ためです。
　経営者の意思を伝え、共有し、経営方針に基づいた期
待人材を育成し、労使ともにモチベーションを上げるこ
とが重要です。
　人事評価制度の運用は、次のような流れになります。

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧

⑶ 評価の種類
　評価は、概ね以下の三種類に分類できます。
①態度評価（情意評価）：規律性、協調性、積極性、責
任性など、働く上で基本的な態度に対する評価
②能力評価：知識・技能といった基本的能力、理解力・
判断力・企画力・創意工夫力といった課題対応能力、
表現力・折衝力・指導力・管理力といった対人対応能
力などに対する評価
③業績評価：仕事の質・仕事の量・仕事の成果・目標達
成度などに対する評価

⑷ 評価者訓練が必要
　経営トップの社長が全社員を見渡せる会社規模なら別
ですが、従業員が20人以上になってくると、社長一人で
は管理できなくなってきます。そのため、中間管理職が
評価者となった場合は、評価の合理性が課題となります。
中途採用者の多い中小企業では、評価者の能力や経験の
ばらつきが大きく、全社的な教育ができていないのが実
情です。文章だけの教育や一度だけの実習ではなく、継
続的な訓練が必要です。
　人事評価制度に完ぺきというものはありません。継続
しながら、自社にあったメンテナンスを行うことによっ
て、経営者の思いや、会社の将来像、期待人材が明確に
なり、社員と共有できるようになります。

人材の定着・育成に有効な「人事評価制度」
　当社は、社員が20人以上になってきており、賞与や昇給・
昇進、人材の定着・育成のために人事評価制度を導入したいと
考えています。具体的に「どのように活用すればよいのか」、
「どのような注意点があるのか」がよくわかりません。

経 営 理 念
企 業 の 将 来 像 ・ 方 向 性
全 社 的 対 策 （ 経 営 計 画 ）
実現するための部署別ミッション
実 現 す る た め の 期 待 人 材
期待人材の要件、個別ミッション
人 事 評 価 制 度
賞与・昇給・昇進・配置・教育
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